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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

１　ごみの総排出量の状況
日常生活に伴って排出される生活系ごみ及び事

業系ごみの一般廃棄物の総排出量は、平成２８年度
実績で８３７千tであり、前年度とほぼ同等の数値と
なりました。 

２　１人１日当たりのごみの排出量の推移
一般廃棄物の県民１人１日当たりのごみ排出量

は、平成２８年度実績で９８８gであり、総排出量と同
様の推移を示し、前年度比１２g／人・日の減少と
なっています。 

第２章　循環型社会の形成

１　一般廃棄物

第１節　環境の状況
県はこれまで、平成１８年３月に策定した「宮城

県循環型社会形成推進計画｣に基づき、３R｛発生
抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再生利
用（リサイクル）｝の優先順位を明確にした上で、
循環型社会の形成に向けた具体的な行動につなげ
るための取組を行いました。計画の推進のため
に、社会を構成するすべての主体を対象とした啓
発や環境教育及び市町村支援を実施するととも
に、産業廃棄物税を活用した各種補助事業や不法
投棄対策事業を進めており、ごみ排出量、最終処
分率は、東日本大震災前まで減少傾向にありまし
た。
しかし、東日本大震災の発生後は一般廃棄物の

排出量が増大し、高止まりしていること等によ
り、排出量、リサイクル率、最終処分率は悪化し
ています。また、焼却ごみへの紙類、プラスチッ
ク類等の分別回収すべき循環資源の混入量が増大
しています。産業廃棄物については、被災工場、

事業場の再建に加え、復興事業が多く実施されて
いる影響により、排出量、最終処分率が増加して
います。
また、従前からの課題である不法投棄等の廃棄

物の不適正処理事案の発生が後を絶たないことか
ら、適正処理に向けた対策を進める必要があります。
平成２５年度から「使用済小型電子機器等の再資

源化の促進に関する法律（平成２４年法律第５７号。
以下「小型家電リサイクル法」という。）」が施行
されるなど、各種リサイクル法の見直し等が行わ
れている中、「循環型社会形成推進基本法（平成１２
年法律第１１０号）」に基づく、国の第３次循環型社
会形成推進基本計画が平成２５年度に策定されてい
ます。本県では、これらを踏まえた施策の位置付
け、震災の影響を受けた本県独自の取組として平
成２８年３月に「宮城県循環型社会形成推進計画（第
２期）」を策定し、循環型社会の形成に向けた取組
を進めています。

▲図３−２−１−１　ごみ総排出量の推移
※　ごみ総排出量＝計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量
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▲図３−２−１−２　１人１日当たりのごみ総排出量の推移
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第２章　循環型社会の形成

3　リサイクルの状況
平成２８年度に市町村等で処理した廃棄物のう
ち、分別収集、中間処理、集団資源回収などを合
わせたリサイクル量は２４２千tとなっています。リ
サイクル率は、２５．５％であり、前年度比０．５ポイン
トの減少となっています。 

4　最終処分の状況
平成２８年度に最終処分された一般廃棄物は１００

千tであり、総排出量に占める最終処分率は
１１．９％となっており、前年度と同様となっていま
す。

▲図３−２−１−４　一般廃棄物の最終処分量・率の推移
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産業廃棄物の発生・処理状況
　平成２８年度における産業廃棄物の排出量は
１２，２３９千tであり、平成２７年度と比べて１，６６３千ｔ
増加しました。
　また、リサイクル量は４，９７３千t、リサイクル率
は４０．６％となり、前年度より０．４ポイント向上し
ています。
　一方、最終処分量は２０８千t、最終処分率は前年
度同様の１．７％となっています。
　これらは、製造業の生産、出荷が回復している
ことや下水道施設の完全復旧、震災後の復旧復興
工事等の建設工事関連の廃棄物の排出量がまだ多
く、比較的リサイクル率の高いがれき類の排出量
の割合が多い状態が続いている等の影響と考えら
れます。

２　産業廃棄物

▲図３−２−１−５　産業廃棄物の排出量の推移
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▲図３−２−１−６　産業廃棄物のリサイクル量・率の推移 ▲図３−２−１−７　産業廃棄物最終処分量・率の推移

4,972

40.640.640.6

20

25

30

35

40

45

50

4,2564,298

3,800

4,200

4,000

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200
(千t) (％)

リ
サ
イ
ク
ル
量

リ
サ
イ
ク
ル
率

28272625平成24

リサイクル量 リサイクル率
（年度）

40.240.240.2
41.641.641.6

4,910
5,044

44.044.044.0
42.042.042.0

208

1.7

178
206

最
終
処
分
量

最
終
処
分
率

最終処分量 最終処分率
（年度） 

(千t) 

0 

50

100 

150 

200 

300

250

28272625平成24

1.7
2.0

222
256

2.02.02.0 2.1

0.0

1.0

2.0

3.0
(％) 

▲図３−２−１−３　一般廃棄物のリサイクル量・率の推移
※　市町村を経由しない事業者によるリサイクル量を含めた数値です。
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

１　環境教育・普及啓発の実施
○　環境教育リーダー派遣事業
県民や事業者向けの講師派遣事業として、廃棄

物やリサイクルをはじめ、各環境分野についての
知識と経験を有する者を「宮城県環境教育リー
ダー」として委嘱し、依頼に応じて講座を実施し
ています。

２　環境配慮経営の推進
○　エコフォーラムの構築・運営事業
地域の複数企業が、廃棄物のリサイクル等環境

に関連する課題に対して連携して取り組み、３R・
省エネルギー等を進めていくための組織である
「エコフォーラム」の運営の支援を行いました。
平成２９年度末現在で１６のエコフォーラムが活動

しています。

○　環境産業コーディネーター派遣事業

事業者の３Ｒの取組を支援する環境産業コー
ディネーターが県内の事業所等を訪問し、廃棄物
処理等に関する課題やニーズを把握しながら、そ
の企業の工程改善への助言、環境負荷低減につな
がる技術やノウハウなどの環境関連情報の提供及
び専門家とのコーディネートなどを行い、企業の
環境に配慮した事業活動を支援しています。
平成２９年度は、延べ５３４件の企業訪問を行いま

した。

１　すべての主体の行動促進

第２節　平成２９年度に講じた施策

環境政策課

環境政策課

環境政策課

１　多様な媒体を活用した情報発信
○　広報・普及活動
みやぎの３R普及啓発事業において、３Rラジ
オスポットCMを実施し、計１１２回放送しました。
３R推進月間（１０月）には県庁１階回廊で２週間、
県図書館１階エントランスホールで２週間循環型
社会形成啓発に関するパネルを展示し、県民に対
し３Rの知識の普及と実践を呼びかけました。
また、県のウェブサイトを通じて、リサイクル

等事業者や排出事業者に関する情報を提供するこ
とにより、リサイクル業界の透明性を高め、県内
における産業廃棄物の３R促進を図りました。 

○　リサイクル関連セミナーの開催

県内の産業廃棄物排出事業者、処理業者を対象
として、産業廃棄物の３Rに関する最新の情報や
先進的な取組を紹介するセミナーを開催しています。
平成２９年度は、廃プラスチック類の適正な処

理・リサイクルの取組に係るセミナーを開催しま
した。

２　３Ｒに関する産業の振興と事業者の育成
○　みやぎ産業廃棄物３Ｒ等推進設備整備事業

県内で発生する産業廃棄物の３Rの推進を図る
ために、事業者が県内の事業所に３Ｒ等に資する
設備機器を導入する場合に、その経費の一部を補
助する事業です。３Ｒのうち、優先順位の高い発
生抑制や再使用に係る取組を優先して採択するこ

２　循環型社会を支える基盤の充実

環境政策課・循環型社会推進課

▲　３R普及啓発パネルの展示の様子（宮城県図書館）　

焔廃プラ資源中国輸入ストップ　緊急対策セミナー
　開催日：平成２９年１２月２０日
内　容：中国における再生資源（廃プラスチック類等）

の輸入規制措置を受けて、中国国内の現状や
日本国内に与える影響等の情報提供及び事業
者による適正処理・リサイクルの方向性の検
討等の促進を図ったもの。

環境政策課

環境政策課
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第２章　循環型社会の形成

ととしています。
平成２９年度は、電気電子機器廃棄物の金属回収

処理に係る設備導入等への補助を実施しました。

○　みやぎ産業廃棄物３R技術・製品開発チャレンジ応援事業

県内の事業者が、産業廃棄物の３R等に関する
技術の確立や事業化を目的として、研究開発や実
証試験に取り組む場合に、その経費の一部を補助
する事業です。事業実施期間を最長３年まで認め
ており、期間を要する研究事業についても支援で
きる内容としています。
平成２９年度は、新たに、「牛ルーメン液を利用し
たハイブリッドメタン発酵システムの開発」等の
取組を採択しました。

○　リサイクルエネルギー利活用促進事業

バイオディーゼル燃料（BDF）の利用拡大及び
普及啓発を目的として、BDFの利用実績に応じて
奨励金を交付しました。対象は、県内に事業場を
有し、県内のBDF処理業者から購入する場合に限
り、月間１，０００L以上利用する事業者としています。 

○　みやぎ産業廃棄物３Ｒ商品開発スタート
　　アップ・販売促進支援事業
産業廃棄物のリユースシステムの構築やリサイ

クル製品の商品化に向けた取組など、県内の産業
廃棄物の３Rの推進、産業廃棄物に由来する再生
資源の有効活用等を目的とした事業者の取組に対
し、経費の一部を補助する事業です。
平成２９年度は、「小型メタン発酵装置の開発」や

「廃プラスチックのボイラー燃料化の検討」に係る
取組等を支援しました。

○　優良認定産業廃棄物処理業者の公開

優良産業廃棄物処理業者は、平成２２年５月に改
正された廃棄物処理法の平成２３年４月１日施行に
伴い、新たに制定された「優良産業廃棄物処理業
者認定制度」により、産業廃棄物処理業の実施に
関し優れた能力及び実績を有する者の基準（優良
基準）に適合する産業廃棄物処理業者を県が認定
するものです。
県では、産業廃棄物の排出事業者が優良認定業

者に産業廃棄物の処理を委託しやすい環境を整備
することにより、産業廃棄物の処理の適正化を図
ることを目的に、優良認定産業廃棄物処理業者の
名簿を公開しています。平成２９年度末までの優良
認定産業廃棄物処理業者は９８処理業者となってい
ます。
○　宮城県グリーン製品の認定
県内で発生した廃棄物等を再生利用した製品の

普及拡大を図るため、これらの製品を「宮城県グ
リーン製品」として認定しています。平成２９年度
は、９者２５製品を新規に認定したほか、１１者１４製
品を更新認定しました。この結果、平成３０年４月
１日現在の認定製品数は６１者１２４製品となりまし
た。

焔補助率及び額：補助対象経費の１／２又は２／３以内
　　　　　　　　上限額２，０００万円又は３，０００万円
焔補助件数：１６件

焔補助率及び額：補助対象経費の１／２又は２／３以内
　　　　　　　　上限額５００万円～７５０万円／年度
焔補助件数：５件

環境政策課

環境政策課

焔補助率及び額：利用実績等に応じた定額
　　　　　　　　１．５万円～１０万円／月
焔補助件数：６件

焔補助率及び額：補補助対象経費の２／３以内
　　　　　　　　上限額５０万円
焔補助件数：４件

▲　BDF燃料で走るバス

環境政策課

循環型社会推進課

環境政策課

▲　宮城県グリーン製品認定証票
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

3　地域のリサイクルシステムの整備
○　一般廃棄物処理施設の計画的な整備

廃棄物の適正な処理の推進のため、一般廃棄物
処理施設の計画的な整備、災害廃棄物への対応、産
業廃棄物処理業者及び処理施設の維持管理に対す
る指導の強化、特別管理産業廃棄物の適正な処理の
推進、不法投棄及び不適正処理の根絶、産業廃棄
物の処理施設の確保等の施策を展開しています。
①　一般廃棄物処理施設の整備状況
市町村及び一部事務組合は、一般廃棄物処理基

本計画を策定の上、計画的な施設整備を進めてお
り、ごみ処理広域化計画及び循環型社会形成推進
地域計画に基づき施設整備が行われています。
平成３０年４月１日現在、ごみ焼却施設１５箇所、

し尿処理施設１６箇所、粗大ごみ処理施設１２箇所、
埋立処分地施設１９箇所の一般廃棄物処理施設が稼
働しています。ごみ焼却施設は、ごみの総排出量
の減少やごみの質的変化、施設の老朽化に伴う処
理能力の低下などの状況を踏まえながら、施設の
統廃合が必要となってきています。

②　循環型社会形成推進交付金による整備
県は、市町村に対し、循環型社会形成推進交付

金制度（平成１７年度創設）を有効に活用し、計画
的な施設整備を進められるよう支援を行っています。
当制度活用に当たっては、計画対象地域（人口

５万人以上又は面積４００km２以上）の市町村又は
一部事務組合等が、国及び県とともに廃棄物の３
Rを広域的かつ総合的に推進するための「循環型
社会形成推進地域計画」（概ね５か年計画）を構想
段階から協働して、策定することとなっています。
○　市町村等の取組支援
本県の平成２８年度の１人１日当たりのごみ排出
量は９８８gでした。平成１６年以降減少傾向にあっ
た総排出量及び１人１日当たりのごみ排出量は、
東日本大震災の影響から平成２３年度（１，０４７g／
人・日）に増加し、平成２８年度においては引き続
き平成２１年度（９８１g／人・日）の水準まで回復し
ているものの震災前の状況（平成２２年度９６１g／
人・日）には戻っていません。
今後、一層の３R推進のための取組が求められ

ており、特に、生ごみ（厨芥類）、紙類及び廃プラ
スチック類の占める割合が可燃ごみの中では高い

ことから、これらの発生抑制と再資源化が大きな
課題となっています。このようなことから、一般
廃棄物の３Rの一層の推進を図るため、平成２９年
度は次の事業を行いました。
●市町村振興総合補助金の補助メニューに「ごみ
減量化・再資源化促進事業」を設け、市町村等
が行うごみの減量化・再使用及び再生利用の促
進を図るための事業に対して、財政的支援を
行っています。平成２９年度は、４市町村に対し
当該補助金を交付決定しました。

●ごみの減量化やリサイクルの推進、ダイオキシ
ン類の排出削減等の問題に的確に対応するため
には、市町村や一部事務組合の広域的連携によ
る総合的かつ効率的なごみ処理を推進する必要
があることから、広域処理を行う際の「広域ブ
ロック」の設定や各ブロックの施設整備計画等
の新たなごみ処理体制を整備するため、平成１１
年３月に平成２０年度までを計画期間とする「ご
み処理広域化計画」を策定しました。平成２０年
度に計画期間は終了しましたが、国の「リ
デュースの推進、人口減少に伴う廃棄物発生量
の減少及び災害対策を踏まえた廃棄物処理の効
率化を進めるため、広域化は必要」との見解を
踏まえて、本計画をごみ処理広域化の指針と位
置付けています。

●３R推進市町村等支援事業として、ごみの回収・
普及啓発の方法や減量化など４つのテーマにつ
いてグループ討論を行うワークショップを４回
開催しました。また、普及啓発資材の貸出し等
を通じ、市町村等における一般廃棄物の３Rの
取組を支援しました。

循環型社会推進課

循環型社会推進課

▲図３ー２ー２ー１　広域ブロック区割図

※一般廃棄物処理施設の整備状況の詳細は、「平成３０年版宮城県環境
白書＜資料編＞」の表３−２−１−５～３−２−１−８にてご覧いただく
ことができます。（受入停止中の施設も含む。）

（http：／／www．pref．miyagi．jp／soshiki／kankyo-s／hakusyofram．html）
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第２章　循環型社会の形成

１　家庭用電子機器
特定家庭用機器再商品化法（平成１０年法律第９７

号。「家電リサイクル法」という。）が平成１３年４
月に施行され、特定家庭用機器廃棄物（ブラウン
管・液晶・プラズマテレビ、冷蔵・冷凍庫、洗濯・
衣類乾燥機、エアコンの４品目）についてリサイ
クル等の義務が課せられています。法施行以降は
製造業者等による再商品化が進んでいるものの、平
成２８年度の不法投棄台数は４５２台となっています。
なお、県ではホームページ等により県民等に対
する広報を行い、制度の普及に努めています。

２　小型家庭用電子機器
「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関
する法律」（平成２４年法律第５７号。「小型家電リサ
イクル法」という。）が平成２５年４月に施行され、
リサイクル制度の構築が進められています。県で
はホームページ等により広報を行い、制度の普及
に努めています。

3　家庭用パソコン
「資源の有効な利用の促進に関する法律」（平成
３年法律第４８号。「資源有効利用促進法」という。）
に基づき、メーカーと一般ユーザーが協力しあっ
て家庭のパソコンを再資源化するパソコンリサイ
クル制度が平成１５年１０月からスタートし、家庭用
パソコンは、パソコンメーカーが回収し、部品や
材料をより有効に再資源化しています。県は、
ホームページ等により県民に対する広報を行い、
家庭用パソコンリサイクル制度の普及に努めてい
ます。 

4　食品廃棄物等
「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法
律」（平成１２年法律第１０６号。「食品リサイクル法」
という。）が平成１３年５月から施行され、食品廃棄
物の発生抑制と減量化を図るとともに、飼料や肥
料等へのリサイクルを促進することとしていま
す。
家畜飼料に使われる穀類のほとんどは輸入に依

存しており、飼料自給率が低い状況であり、食品
製造業者から排出される食品残さ（食品循環資源）
を飼料として有効利用することで飼料自給率の向
上が期待できることから、食品循環資源の飼料
（エコフィード）製造・利用の支援に向けた取組を
実施しています。

５　建設副産物

○　建設系廃棄物の発生状況
国土交通省の平成２４年度の建設副産物実態調査
によれば、本県における平成２４年度の建設工事に
伴う建設副産物の発生量（現場外排出量）及び再
利用率は表３−２−２−１のとおりです。
本県では、アスファルト・コンクリート塊及び

コンクリート塊はリサイクルが進んでおり高い再
利用率を維持しています。
また、建設発生木材、建設汚泥についても再利

用率が上昇しており、リサイクルが着実に進んで
います。
なお、発生量については、建設発生土が３４０万

㎥、それ以外の建設副産物が３３２万tとなってお
り、平成２０年度の建設副産物実態調査と比較して
増えています。
本県では、建設副産物の発生の抑制、再利用の

促進及び適正処理の徹底を基本方針として、建設
副産物対策を積極的に進めています。
また、建設副産物の再利用率の向上のため、技

術基準等の整備を進めるとともに、宮城県グリー
ン製品調達モデル事業等を実施しリサイクル製品
の利用に努めています。
さらに、建設副産物情報交換システムにより、

建設副産物の実態を把握するための調査や需給調
整をより効果的に行うなど、本県における建設副
産物のリサイクルを一層推進していきます。

３　循環資源の３Ｒ推進

▲図３ー２ー２ー２　県内の家電不法投棄の状況

循環型社会推進課

循環型社会推進課

循環型社会推進課

循環型社会推進課・畜産課

循環型社会推進課・事業管理課
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

（注）　＜　＞内は平成２０年度、（　）内は平成１７年度の実態調査結果

▼表３−２−２−１　建設副産物実態調査結果

全国利用率
宮城県

再利用率発生量
３４０〈２６１〉（３５７）万㎥建設発生土

９６〈９４〉（９２）％９９〈９６〉（９４）％３３２〈１１９〉（１４６）万t建設発生土以外の
建設副産物

９９〈９８〉（９９）％９９〈９９〉（９９）％１８６〈　３９〉（５５）万tアスファルト・
コンクリート塊

９９〈９７〉（９８）％９９〈９９〉（９９）％９５〈　５７〉（　６３）万tコンクリート塊

８９〈８０〉（６８）％９３〈８１〉（６６）％１９〈　１２〉（　１０）万t建設発生木材
８５〈８５〉（７５）％９６〈８８〉（８８）％１８〈　６〉（　７）万t建設汚泥

９〈　３〉（　５）万t建設混合物廃棄物

５〈　２〉（　６）万tその他（廃プラス
チック類など）

○　建設リサイクル法による指導
「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法
律」（平成１２年法律第１０４号。以下「建設リサイク
ル法」という。）が平成１４年５月に施行され、一定
要件に該当する建築物の解体等を行う場合には、
分別解体及び特定建設資材廃棄物の再資源化が義
務付けられています。
同法の遵守を徹底するため、５月及び１０月に解
体工事現場等全国一斉パトロールを実施するとと
もに、広報用資料の配付等による普及啓発を行い
ました。
また、同法第２１条に基づく解体工事業者の登録
者数は、平成３０年度９月末時点で２９４事業者、建設
業法第３条に基づく建設業（解体工事業）の許可
業者数は、７８４事業者となっています。 

６　容器包装廃棄物
○　容器包装リサイクル法への対応
家庭から排出されるごみの中で相当量を占める

容器包装廃棄物について、廃棄物の減量と再生資
源の利用を推進するため、県内各市町村等におい
て、「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促
進等に関する法律」（平成７年法律第１１２号。以下
「容器包装リサイクル法」という。）に基づく分別
収集を実施しています。
○　容器包装廃棄物の分別収集の実施支援
県は、容器包装リサイクル法に基づく第８期分

別収集促進計画に基づいて、市町村等の分別収集
の実施状況を取りまとめ、市町村等に対し情報提
供等の分別収集の着実な実施に向けて必要な技術
的支援を行いました。平成２９年度の分別収集の実
施状況は計画量の９８．０％となっています。

循環型社会推進課

▼表３−２−２−３　平成２９年度建設リサイクル法に基づく分別
解体に係る助言・勧告・命令等の状況

法第４３条第
１項に基づ
く立入検査
（件）

法第４２条第１
項に基づく
報告の徴収
（件）

法第１５条
に基づく
命令
（件）

法第１４条
に基づく
勧告
（件）

法第１４条
に基づく
助言
（件）

４５０００１２県（各土木事務所）
３８４００４市（特定行政庁）
８３４００１６合　　計

▼表３−２−２−４　平成２９年度建設リサイクル法に基づく再資
源化に係る助言・勧告・命令等の状況

法第４３条第
１項に基づ
く立入検査
（件）

法第４２条第２
項に基づく
報告の徴収
（件）

法第２０条
に基づく
命令
（件）

法第１９条
に基づく
勧告
（件）

法第１９条
に基づく
助言
（件）

１０５００００県（各保健所）
２９９００００仙　 台　 市
３８０００００合　　計

▼表３−２−２−２　建設リサイクル法に基づく届出件数等

法第１１条に基づく対象建設工事の通知件数法第１０条に基づく対象建設工事の届出件数

通知件数
合計

工事の種類

届出件数
合計

工事の種類

その他工作物
の解体工事・
新築工事

建築物の新築
工事、建築物
の修繕・模様

替え

建築物の
解体工事

その他工作物
の解体工事・
新築工事

建築物の新築
工事、建築物
の修繕・模様

替え

建築物の
解体工事

（件）（件）（件）（件）（件）（件）（件）（件）
３，２７７　２，３４８　１５０　７７９　３，５７１　８４４　５９４　２，１３３　平成２４年度

宮城県

２，６３６　２，２６９　２１４　１５３　４，５８０　９８４　５１２　３，０８４　平成２５年度
２，５１０　２，１７７　２１１　１２２　４，６１８　９６９　４２５　３，２２４　平成２６年度
２，４００　２，０６５　１４９　１８６　４，８４４　９４１　４０４　３，４９９　平成２７年度
２，５５２　２，２５７　１２０　１７５　４，９５２　９０１　４８２　３，５６９　平成２８年度
２，２５４　１，９４９　８９　２１６　５，１０２　８９８　４３０　３，７７４　平成２９年度

１２０，５３２　１０７，２７３　４，００３　９，６４１　２６７，４８６　５３，０１５　２４，３５８　１９０，０７５　全国（平成２９年度）
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第２章　循環型社会の形成

７　使用済自動車
「使用済自動車の再資源化等に関する法律」（平
成１４年法律第８７号。以下「自動車リサイクル法」
という。）が平成１４年７月に公布され、段階的な施
行を経て、平成１７年１月１日から本格施行されて
います。

県では、自動車リサイクル法の実効性を確保す
るため、引取業者、フロン類回収業者、解体業者
及び破砕業者への立入検査を実施するとともに、
ホームページ等において関連情報の提供を行って
います。

循環型社会推進課

▼表３−２−２−５　容器包装リサイクル法に基づく分別収集の状況

平成２９年度（速報値）平成２８年度平成２７年度平成２６年度平成２５年度平成２４年度平成２３年度
容器の種類

実績/計画実績計画実績実績実績実績実績実績
１０５．５％６，６２８６，２８３６，８２１７，０４７７，０５８７，１５２６，９５８６，５３５

無色のガラス
−−−３１０，９００３２１，１３８３１９，１９０３２５，１４９３１５，６３０３２２，６６５
９９．０％７，６７４７，７５２８，３９６８，５７５８，９７６９，１８３９，１０６８，４７３

茶色のガラス
−−−２４６，８１１２５６，４５８２６０，０８４２７１，７９７２７４，０２２２７８，４０９

１０７．６％４，６９５４，３６２４，９０９４，９８０４，９３７４，９２２４，８２４４，１１６
その他のガラス

−−−２０８，４５１２１０，６１４２０２，８８８２００，５７８１９６，２３７１８９，７８０
１１２．１％８，３９６７，４８９８，４６９８，３８０８，２６３８，２４４８，２９５７，３２５

ペットボトル
−−−２９８，４６６２９２，８８１２９２，３９７３０１，７８７２９９，２４１２９７，８３９
８８．７％３，３０３３，７２５３，５１３３，６１５４，０７８４，４８１４，６７９５，２０５

スチール缶
−−−１５５，４００１６４，１５３１７９，０１６１９３，８０４２０７，８４５２１８，６３７
９９．３％４，２６６４，２９５４，１１４３，９９７３，８７７３，８１１３，８６９３，８８９

アルミ缶
−−−１３４，６４３１３１，３４２１２８，２５４１３０，６８１１３０，３５３１３０，８８７
５４．９％１４１２５７１６４２４８２５３２７９２８１２８１

飲料用紙製容器包装
−−−１１，９２０１２，５７９１３，２３１１３，９３３１５，０７９１４，４４７
５０．５％１，２８８２，５４８１，３２２１，４５７１，７６７１，９５４２，０８４２，０２８

その他の紙製容器包装
−−−７７，３０７８０，１８０８２，２０２９０，１２１８８，６９８９１，２５１

１０３．９％１８，０４８１７，３７１１７，９８６１８，０９９１８，０２４１８，３３０１７，９８９１７，２０４その他のプラスチック製容器
包装 −−−７４８，２８４７４５，５０８７３１，０２２７３４，０６３７２７，２３８７２５，６２１

５９．５％２０３４２１２２２２２５４５うち白色
トレイ −−−１，９４２１，９５６２，１７１２，５８４２，５７８２，７８４

８８．６％１３，６９８１５，４６５１４，４７５１４，５８８１４，６９０１５，１５４１５，０８４１５，７３１
段ボール

−−−５７３，３４８５８６，９６９５８６，６４７６１０，１２９６０４，５２８６１５，８４１
９８．０％６８，１３７６９，５４７７０，１６９７０，９８６７１，９２３７３，５１０７３，１６９７０，７８７

計
−−−２，７６５，５３０２，８０６，７１５２，７９４，９３１２，８７２，０４２２，８５８，８７１２，８７２，２８２

（単位：トン）

上段：宮城県の状況
下段：全国の状況

▼表３−２−２−６　使用済自動車及び解体自動車の取引状況

平成２９年平成２８年平成２７年平成２６年平成２５年年度　
　工程種別

９２，２５６８７，３８１９３，１６４８１，１５１　９２，８７９　
引取工程 （７２，５３１）（６７，５６６）（７３，３７５）（７０，１２４）（８１，２９７）

未公開未公開３，１５６，４５９３，３３１，９０１３，４３３，３５６全国
７７，９４３７２，４１１８０，３３５８１，７０６８７，６９３

フロン類
回収工程 （６９，３７４）（６３，８２１）（６９，８５８）（７１，０４３）（７４，７９０）

未公開未公開２，７７４，００４２，９２７，３５７２，９７４，４７９全国
８６，０６０８１，９５９９０，９３８９５，４９７１１１，１９５

解体工程 （７７，１９０）（７２，９４９）（８０，０８７）（８３，６４１）（９７，５９５）
未公開未公開３，３０６，１８７３，５０３，３８１３，５８７，７１４全国
１７４，６３２１５７，４７７１７２，６９０１８６，０１４２１６，８１７

破砕工程 （１６０，４９５）（１４６，４７１）（１６２，７０９）（１７４，３６２）（２０２，６４２）
未公開未公開５，５３１，７９５５，９０１，８０３６，０６４，５４８全国

（単位：件）

※　（　）内は仙台市を除く宮城県の件数
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

１　産業廃棄物適正処理の推進
○　産業廃棄物処理システム健全化促進事業

産業廃棄物処理の透明化を図り、排出事業者に
おける適正な処理業者等の選定の一助とするた
め、県では、産業廃棄物の収集運搬業者や処理業
者に対し、毎年の産業廃棄物処理実績の報告を求
めており、その集計結果を県のホームページで公
表しています。平成２６年度からは、事業者による
処理実績等の報告を電子報告システム（「みやぎ産
廃報告ネット」）により入力・提出できるようにし
ました。
このほか、メールマガジンによる廃棄物関連情

報の配信や、各種講習会、出前講座を実施してお
り、処理業者や排出事業者がそれぞれの責任を果
たすことができる健全な処理システムを構築する
ことで、産業廃棄物の適正処理を推進し、県民の
廃棄物処理への信頼性を高めていきます。
○　産業廃棄物処理業者及び処理施設の
　　維持管理等に対する指導強化

産業廃棄物処理業者及び処理施設（中間処理施
設及び最終処分場）に関する地域住民等の信頼を
確保するため、各事業者に対して厳格かつ適切な
指導を行うとともに、必要な情報の提供により、
産業廃棄物の適正処理に関する技術及び知識の普
及を図っています。
最終処分場については、従来の浸透水や放流水

等の水質検査に加え、放射性物質汚染対処特措法
や環境省のガイドラインに基づいた維持管理等に
ついてもあわせて指導を行っています。
また、埋立処分を終了する施設については、廃

止に向けた適切な維持管理体制に移行させるなど
指導の徹底を図っています。
○　特別管理産業廃棄物等の適正な処理の推進

廃棄物処理法では、「爆発性、毒性、感染性その

他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるお
それがある性状を有する廃棄物」を特別管理廃棄
物として規定し、必要な処理基準を設け、通常の
廃棄物よりも厳しい規制を行っています。
このため、廃棄物処理法のほか各特別法に基づ

き、排出事業者、処分業者等に対し指導及び啓発
活動を実施し、感染性廃棄物、廃石綿（飛散性ア
スベストに限る。）、ポリ塩化ビフェニル（PCB）
廃棄物等特別管理廃棄物の適正な処理を徹底して
います。
○　PCB廃棄物対策
県内に存在するPCB廃棄物を法定の処分期間内

に処理するため、国の基本計画及び「宮城県ポリ
塩化ビフェニル廃棄物処理計画」に基づき、県、
仙台市、保管事業者、収集運搬業者、処理施設設
置者等はそれぞれの役割を担いつつ、連携して
PCB廃棄物の確実かつ適正な保管と処理を推進す
ることとしています。
高濃度PCB廃棄物を処理するため、本県が参加

する中間貯蔵・環境安全事業株式会社の北海道事
業については、平成２０年５月から本格稼働してお
り、平成２９年度は県内のコンデンサー・変圧器１６４
台、安定器等・汚染物２９，９４２kgが処理されました。
また、低濃度PCB廃棄物については、国内各地の
無害化処理施設及び都道府県等の許可施設におい
て処理が進められています。
PCB廃棄物の適正保管及び早期処理を推進する

ため、電気機器に関する専門知識を有するPCB廃
棄物適正処理推進員４名を県内保健所に配置し、
随時立入指導を行っています。
また、県内のPCB使用製品・PCB廃棄物を網羅

的に把握し、法定期間内の確実な処理を推進する
ために、事業者を対象にPCB含有機器の所有状況
等についてアンケート調査及び現地調査を実施し
ています。

４　廃棄物の適正処理

循環型社会推進課

循環型社会推進課

循環型社会推進課

循環型社会推進課

※台数で把握した種類を記載（このほかにPCBを含む油、ウエス等あり）

低濃度高濃度濃度別
柱上その他電気機器コンデンサートランス安定器コンデンサートランス種類

区分 トランス
５１１，０８８１，８８０１，１５７４４，０００４，７４０１３台　　数
１０２４１１７８３５８２０８１５７１０事業場数

▼表３ー２ー２ー７　ＰＣＢ廃棄物保管状況 PCB廃棄物保管事業場数　９０８事業者（平成２９年３月末現在）
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第２章　循環型社会の形成

○　農業用廃プラスチック対策
農業用プラスチックは、ハウスの被覆やトンネ

ル・マルチ等様々な農業資材として利用されてい
ます。平成２９年度の排出量は、８７６t（前年対比
１０５％）であり、種類別にみると、ポリエチレン
フィルムが３９２t（同８６％）で、全排出量の４５％を
占め、同様に塩化ビニルフィルムが２９８t（同
１１２％）で３４％を占めています。また、回収量に対
する再生処理率は８９％となり、セメント生成時に
おける焼成剤、再生原料、発電原料等に利用され
ています。
平成１３年２月に「宮城県農業用廃プラスチック

適正処理推進協議会」を設立し、分別回収の徹底、
廃プラ排出抑制への取組とリサイクル品の積極的
な活用などの再生処理を主体とした適正処理に関
する啓発活動及び情報提供を行っています。ま
た、平成２９年度末現在、各圏域毎に１４の「地域適
正処理協議会」が設置され、回収業務等の活動を
展開しています。

○　下水汚泥対策
下水の処理過程で発生する下水汚泥は、県全体

で１６万t（脱水汚泥換算）であり、東日本大震災前
の水準となっています。
下水汚泥は、燃料化やコンポスト（肥料）化等

による有効利用のほか、汚泥焼却施設で処理する
ことで減量化し、焼却灰についても建設資材化等
により有効利用していました。
平成１９年度以前は、汚泥の一部を（公財）宮城

県環境事業公社小鶴沢処理場等で埋立処分をして
いましたが、全県的な再資源化を進めた結果、平
成２０年度以降、発生した汚泥は、汚泥を焼却処理
した焼却灰を含め、全量再資源化を行ってきました。
しかし、東京電力㈱福島第一原子力発電所事故

の影響で焼却灰等から放射能が検出され、再資源

化が困難となったため、平成２６年度から平成２８年
度までは、汚泥焼却灰や汚泥燃料化物を埋め立て
処分していましたが、平成２９年度には線量が下
がってきたため全量を再資源化しています。今後
も下水汚泥の再資源化を推進し、循環型社会の実
現に貢献していくこととしています。
本県では、全市町村が下水道事業を実施してお

り、下水汚泥の効率的な処理と、複数の自治体が
共同して下水汚泥処理施設を整備する等の広域的
な取組が必要です。このことから、県は、市町村
と連携して以下の取組を推進することにより、将
来に渡る下水汚泥の安定処理を図ることにしてい
ます。

○　家畜排せつ物対策
畜産経営に起因する環境汚染防止と畜産経営の

健全な発展を図ることを目的に、家畜排せつ物処
理施設の整備を行っています。
○　産業廃棄物処理施設の確保

処理施設設置に当たっては、「産業廃棄物の処
理の適正化等に関する条例」（平成１７年条例第１５１
号）及び「産業廃棄物処理施設等の設置及び維持
管理に関する指導要綱」に基づき、地域住民等の
意向を反映した適正な設置について指導している
ところであり、今後とも、県民の理解を得ながら
産業廃棄物処理施設の整備促進に努めることとし
ています。
また、産業廃棄物の３Rを推進しても、なお必

要となる最終処分場の整備については県の関与の
在り方を検討することとしています。

▲図３−２−２−３　農業用廃プラスチック排出量及び再生処理率の推移

▲図３−２−２−４　下水汚泥処理の状況

●下水汚泥の焼却処理による減量化
●下水汚泥のコンポスト化等有効利用の推進
●下水汚泥燃料化や消化ガス発電等によるバイオマスエ
ネルギー利用の推進

●下水汚泥焼却灰のセメント等有効利用の推進
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

▼表３−２−２−８　産業廃棄物処理施設設置状況（平成２９年度末現在）

合 計宮城県計仙 台 市循 社 課大 崎仙 南石 巻気 仙 沼岩 沼塩 釜種　　　　　類
４５３０１５６１３１１３４２汚泥の脱水施設１
３３０００２０１０汚泥の乾燥施設２
７５２２０１０２０汚泥の焼却施設３
５４１００００２２廃油の油水分離施設４
６３３２０００１０廃油の焼却施設５
０００００００００廃酸・廃アルカリの中和施設６
６７５６１１６８１２１１２１７廃プラ類の破砕施設７
１１８３２０３０２１廃プラ類の焼却施設８
３３６２５７７９４８２７２４６０１２３２５４木くず又はがれき類の破砕施設９
０００００００００有害汚泥のコンクリート固形化施設１０
０００００００００水銀汚泥のばい焼施設１１
０００００００００シアン化合物の分解施設１２
１０１００２０６０２０その他の焼却施設１３
５１８３４５１７３３４６３４２６６１１４４８５施行令第７条に規定していない施設１４
１００８７２１２８７８８１０５７７１６１２７１０２１６１合　　　計

（注１）上記１～１２の施設：廃棄物処理法施行令第７条に規定する施設
（注２）上記９「木くず又はがれき類の破砕施設」：平成１２年政令改正（平成１２年１１月２９日政令第４９３号附則第２条）に伴うみなし許可を含む。
（注３）上記１３「その他の焼却施設」：上記３、５、８に該当しない焼却施設（木くず、紙くず、繊維くず、ゴムくず等の焼却施設）
（注４）上記１４の施設：廃棄物処理法施行令第７条に規定する施設に該当しない施設（処理能力、種類等）

２　不法投棄・不適正処理の防止
○　現状
廃棄物の不法投棄や不適正処理は、自然環境や

地域の景観を損なうだけでなく、悪臭・地下水汚
染などの発生により県民の健康や暮らしに様々な
影響を及ぼしかねない問題です。
本県においても、一般廃棄物を中心に、廃棄物

の不法投棄は依然として後を絶たず、引き続き、
対策を講じていく必要があります。
なお、産業廃棄物の１０t以上の大規模な不法投
棄事案については、平成１３年度をピークに件数が
減少し、それに伴い投棄量も減少傾向となってい
ましたが、平成２９年度にはここ数年で最大規模の
不法投棄が１件発生しました。

▲図３−２−２−５　県内の産業廃棄物の不法投棄の推移
（仙台市を除く）
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○　不法投棄等対策の概要
①　啓発活動
毎年９月を不法投棄防止強化月間と定め、新

聞、ラジオ、パンフレット及び広報誌等による啓
発活動等を実施しているほか、年間を通じラジオ
等の各種媒体を活用して、廃棄物の適正処理に向
けた啓発を推進しています。
②　事業者の指導の徹底
処理業者が法を遵守し適正な処理業務を行うよ

う、立入検査等による指導を徹底しています。
③　違反行為の早期発見、早期対応
産業廃棄物適正処理監視指導員（産廃Gメン）

を県内各保健所・支所に配置し、不法投棄や不法
焼却等の監視パトロール等を行っています。
また、市町村職員に対する産業廃棄物処理施設

等への立入検査権限の付与（県職員の併任発令）
を再開し、市町村との協働体制の強化を図るとと
もに、監視が手薄となりがちな県境地域における
不法投棄を未然に防止するため、隣県との県境合
同パトロールを実施しているほか、各種団体等と
の間で「不法投棄の情報提供に関する協定」を締
結することにより、地域での不法投棄監視ネット
ワークの構築を目指しています。
さらに、把握した事案については、早期の適切
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な対応により、事態の悪化を防止するとともに、
改善に向けた指導を行っています。
④　違法行為に対する厳格な対応
悪質な行為に対しては、警察等捜査機関と連携

し、行政指導や厳正な行政処分を実施していま
す。行政処分については、記者発表やインター
ネットのホームページへの掲載により処分内容等
の公表を行っています。平成２９年度は処理業許可
取消４件、事業停止命令１件の計５件の処分を行
いました。
⑤　産業廃棄物処理実績の公表
廃棄物の処理状況の透明性を高め、不法投棄等

を防止するため、産業廃棄物処理施設の設置者や
産業廃棄物収集運搬業者、産業廃棄物処分業者等
に処理実績の報告を求めています。
また、これらの情報をもとに廃棄物の排出事業

者が適切な処理業者を選定できるよう、産業廃棄
物収集運搬業者及び産業廃棄物処分業者における
廃棄物の処理実績や産業廃棄物処理施設設置者の
処理状況等をホームページで公表しています。

3　災害廃棄物処理計画の策定

東日本大震災における災害廃棄物処理は、平成
２５年度で処理が完了しました。
このことから、県では、前例のない災害廃棄物

の処理を客観的に検証し、今後の大規模災害時の
対応の一助となるよう、「東日本大震災に係る災
害廃棄物処理業務総括検討報告書」を取りまとめ
公表しており、大規模災害発生時における災害廃
棄物処理の在り方について提言しています。県で
は、この報告書の内容を反映させた「災害廃棄物
処理計画」を平成２９年８月に策定しています。
 

4　最終処分場の整備における県の
　　関与の在り方の検討

県では、県内における産業廃棄物の適正処理を
推進する観点から、昭和５２年に財団法人宮城県廃
棄物処理公社（現：公益財団法人宮城県環境事業
公社）を設立し、大和町鶴巣小鶴沢に管理型産業
廃棄物最終処分場（クリーンプラザみやぎ）を整
備して、昭和５４年７月に本格的な操業を開始しま
した。
クリーンプラザみやぎにおける埋立処分量は、

景気拡大とともに増大し、平成２年度及び平成３
年度は４０万tを超えましたが、その後はバブル経
済の崩壊による経済の低迷や企業の環境配慮経営
への取組により減少傾向となりました。なお、平
成２３年度から平成２５年度にかけては、東日本大震
災による震災廃棄物（一般廃棄物）の搬入により、
一時的に埋立処分量が増加しています。
平成２９年度のクリーンプラザみやぎにおける産

業廃棄物の埋立処分量は、９０，３４０ｔとなってお
り、種類別では、ガラスくず・コンクリートくず
及び陶磁器くず、がれき類、廃プラスチック類が
多くを占めています。
このクリーンプラザみやぎは、仙台市を除く県

内で唯一の受入可能な管理型産業廃棄物最終処分
場として稼働してきましたが、長年の埋立てに
よって残余容量が許可容量の１割を切り、今後の
受入可能期間に限度が見えてきている状況です。
今のままでは県内での最終処分場が不足する事

態が想定されることから、県では、今後の産業廃
棄物最終処分場の在り方について、県の関与も含
め、検討を進めることとしています。
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▲図３−２−２−６　クリーンプラザみやぎ廃棄物搬入率（平成２９年度）
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▲図３−２−２−７　クリーンプラザみやぎ年度別処分実績
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